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いしかわ農業人材育成プラン（概略版）

1　いしかわ農業人材育成検討委員会の設置について

2　いしかわ農業人材育成プランの骨格

3　関係機関が連携した総合的・体系的支援の体制と施策

4　いしかわ農業人材育成の推進体制について

5　（財）いしかわ農業人材機構について

6　いしかわ耕稼塾について

7　総合的・体系的支援の順次着手とフォローアップについて

8　農業に入る側と受け入れる側の両者のマッチング（イメージ）
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1　いしかわ農業人材育成検討委員会の設置について

あん・まくどなるど
国際連合大学高等研究所　いしかわ・かなざわオペレーティング・ユニット所長

石井　和克
金沢工業大学　教授

○ 稲本　志良
龍谷大学　教授（京都大学　名誉教授）

植村　まゆみ
ジョブカフェ石川　エグゼクティブ・アドバイザー

岡嶋　啓介
丸果石川中央青果（株）　取締役主管（管理担当・兼経営企画部部長）

北村　　歩
（株）六星（前（社）日本農業法人協会　監事）

楠田　大介
（株）パソナグループ　事業開発部農業プロジェクトチーム長

作井　吉幸
能登青翔高校　教頭

鈴木　　誠
（株）ナチュラルアート　代表取締役

西井　秀一郎
石川県農業協同組合中央会　専務理事

松川　篤裕
（株）あきお　代表

松嶋　重史朗
いしかわ農業振興協議会　顧問

◎ 丸山　利輔
石川県立大学　学長

第１回 （６月９日）：本県の農業人材の現状と課題等の検討（意見交換）

第４回 （11月25日）：関係機関が連携した総合的・体系的支援方向の検討

第５回 （３月18日）：最終取りまとめ（案）の検討

農家等からの意見収集

面談による聞き取り
後継者の確保手法について
農家・新規就農者（137人）、
JA、市町、地域リーダーなど

調査票の配布・回収（570人）
後継者確保の考え方について
農業法人協会会員、いしかわ農業
振興協議会会員

時期
意見
方法

時期
参加

農家意識調査

10月28日～11月6日（県内５会場）
224人
（農業107人、 農業以外117人）
市町、 JA等関係団体、農家、流通・
販売関係者、消費者、教育機関等

10月24日～11月7日 （15日間）
126通、241件
県HP掲載、
県経営対策課、 農林総合事務所等
での閲覧・配布

地区別意見交換会 パブリックコメント

（注）先進事例調査を併せて実施

（注）支援内容は第4回以降に検討

（注）関係機関等からの意見聴取を併せて実施

第２回 （７月28日）：具体的な取り組み内容等の検討（意見交換）
第３回 （10月９日）：中間取りまとめ（案）の検討【→中間取りまとめ了承】

　石川県における総合的な農業人材の育成に向けた支援のあり方について、様々な立場の方々に多

方面から検討いただくため、農業関係だけでなく、教育機関や雇用労働分野、流通・販売分野など

の有識者による検討委員会を設置する。

（１）委員会の構成方針

（２）委員名簿 ◎：委員長、○：委員長代理

（五十音順、敬称略）

いしかわ農業人材育成プランの策定〈21年3月26日〉

いしかわ農業人材育成検討委員会の設置（20年度）

方法
内容
対象

方法
内容
対象
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2　いしかわ農業人材育成プランの骨格

プランの基本的な方向 目標達成手法と具体的な取り組み内容

～新しい「いしかわ農業人材」育成システムの構築～

プラン作成の背景と必要性

県
民
協
働
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
「
食
」
と
「
農
」
を
結
ぶ
「
絆
」
の
構
築

関
連
産
業
・
就
労
者

農業者の育成だけでなく幅広い方々が農業に
参画し県民全体が応援するという農業が発展
する仕組みづくり
【全国で初めての取り組み】

●石川農業の経済・社会的価値を高めることに努力を惜しまない人材

●農業人材は、地域人材でもあるとの認識も必要

●下記の４区分を「いしかわ農業人材」と定義し、１受け入れる側の農業者と入る側の

　２-（１）（２）（３）の育成方策を明らかに

●入る側の３者を15タイプに細分化し、それぞれにきめ細かな方策を提示

農業人材育成の情報発信と県民運動の展開

関係機関が連携した総合的･体系的支援

●農業者（個人）による自発的な情報の発信
●県、市町、団体による組織的な情報の発信
●県民・県全体の農業人材育成の運動の展開
●学校教育での農業人材育成の学びの促進
●農業者、消費者、商工業者、教育者等の連携したネットワークによる情報発
　信と県民運動の一層の展開、特に安全・安心の観点から相互の信頼関係を構築

農業人材の拡大農業人材の拡大

農業人材による自発的･自立的な取り組み

　入る側と受け入れる側のマッチングの円滑化と育成促進のための
課題等を明確化（マニュアルの作成）

●農業人材の視点に立った段階による育成
　→15タイプの入る者と受け入れる農業者ごとに「知りたいこと」を
　　 明らかに

●農業人材が考慮すべき事項
　→「伝えておくべきこと」を明らかに
　　●　地域・仲間との関係強化
　　●　経営者としての資質の必要性
　　●　農業用水・農道・農地の整備・管理への参画
　　●　住居・農業機械・農業施設の情報　など

自発・自立的な取り組みの後押し自発・自立的な取り組みの後押し

◇支援の考え方
◇支援の方向
●農業人材育成政策の推進
　　●　県民運動の展開と幅広いネットワークの形成
　　●　農業人材の自発・自立的な取り組みの促進
●プロ農業者の育成と卒業資格明確化
●マッチング・コーディネートの支援
　　●　総合的相談窓口とスピード感のあるサポート実施
　　●　自立的農業人材の定着までの一貫したコーディネート
　　●　育成とマッチングのためマンパワーの確保とデータのバンク化
●民間、国等の各種プロジェクト資金の調査と活用
●奥能登等における特別地域対策
◇プランの順次着手とフォローアップ、見直し

県
民
（
消
費
者
）

農
業
者
閉
鎖
的

農業に無関心

農業からの乖離

１ 農業者
（親・地域・集落）

● 流通・販売業者、食品企業
● 地域のリーダー、指導者
● 農作業の受託組織　他

● 地元食材の消費者
● ボランティア
● 学校教師　他

● 農家の後継者
● 新規参入者・企業
● 法人の従業員　他

２－（３）
農業を

応援しようとする者
【県民全体】

２－（１）
農業を

始めようとする者

２－（２）
農業を

支えようとする者

新しい「いしかわ農業人材」育成の考え方

「いしかわの食と農業・農村ビジョン
（H18年４月）」に加え、新たな視点の
 導入を検討

いしかわ農業人材育成検討委員会の設置
●先進農業者等の聞き取り（137名）
●農業者への意識調査（570名）

県民も入る「いしかわ農業人材」

●両者のミスマッチが、就農を阻む要因
●入る側と受け入れる側の育成方策が必要、特に農業者（受け入れる側）が重要
●両者のマッチングを最大の課題とし、取り組むべき内容を提示

●顧客志向で、農業人材が「知りたいこと」「伝えておくべきこと」を明らかにし、分かり
　やすく心に響く内容に。15タイプごとのマニュアル化
●入る側と受け入れる側の不安を明らかにし、それを解消

●農業は県民の生存に不可欠な産業
●他産業同様に人材育成の処方
　箋づくりが最優先
●議論する最大のチャンス

入
側

受
側

第１段階

きっかけ
第３段階

定　着
第２段階

育　成

＜段階＞

農業への低い関心と食の安全・
安心への高まり
●農業を知らない県民が大半
●消費者にとって、食と農業は別のもので、
農業への関心が低い
●世界規模での食料の不安や食品表示偽装な
どによる食の安全・安心と地産地消への関
心大
●消費者の地産地消等を通じた理解から県民
全体への理解へ

●従事者の平均年齢が65歳とその数は今後激
減するという危機的な状況
●農業でも、他の産業と同様に新しい血(助
け)を入れた活性化が必要。それにより農
業にも新たな可能性が広がる
●農業を悪く言い過ぎ、それが悪循環に。農
業は可能性があり、強みを発し良い循環に
●安全・安心な農を実現し、県民の信頼を得
る努力も必要

●農業は、自然が相手など特殊な産業であると
強調しすぎ、その垣根をはずす議論が必要
●農家自らに価格形成機能がない中で、農作物
を単なる原料として利用・販売する関連産業
●消費者意識の変化に対応し、顔が見えるな
ど安全・安心な商品、良質な原材料でない
と生き残れない加工・販売

農業者の減少・高齢化と
新しい人材が必要

閉鎖的な農業と商工からの
期待の増大 農業に入る側とそれを受け入れる側の両者のマッチング

「いしかわ農業人材」に分かりやすく取り組みやすいマニュアル化

マッチング

ネット
ワーク

マッチング

マッチング
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3　関係機関が連携した総合的・体系的支援の体制と施策

育成の体制 国、市町、他部局等

部関連施策との一体化(課長併任)
【経営対策課】
●認定農業者等育成（水田経営所得安定対策等）
●農地･水･環境保全向上対策
●田んぼの学校の実施促進

【生産流通課】
●農業技術等指導
●販路拡大・ブランド化推進

【農業安全課】
●●新 地産地消ネットワーク形成
●環境にやさしい農業の推進

【中山間地域振興室】
●企業等農業参入支援
●ボランティアによる集落支援活動の
　モデル実施（H20～）

部局連携の強化
●県民文化局
　　社会貢献活動の参加促進
●健康福祉部
　　食育推進、食の安全安心対策
●環境部
　　●新 県産食材の利用を促進するエコ
　　　チケット交付
　　里山保全モデル活動等
●商工労働部
　　農商工連携活性化ファンド等
●観光交流局
　　農村体験・交流拡大
●教育委員会
　　学校教育との連携　など

市町との連携強化
●農業関係部門
●地域振興部門（生活・住宅等）
●金沢農業者大学校　等

大学、民間、NPO等との
協力体制の確立

国機関との協調

主要な施策の内容

県
民
協
働
に
よ
る
安
全
・
安
心
な

　

「
食
」
と
「
農
」
を
結
ぶ
「
絆
」
の
構
築

農
業
者
の
育
成
だ
け
で
な
く
幅
広
い
方
々
が
農
業
に
参
画

　
　

県
民
全
体
が
応
援
し
、
農
業
が
発
展
す
る
仕
組
み
づ
く
り

石川県推進体制の強化

（財）いしかわ農業人材
機構の設立

奥能登農業の広域・総合的な推進
【農林総合事務所】

いしかわ農業人材育成
推進会議の設立

県､市町､JA､農業会議､農業者の
出資による財団法人

県部長、市町長、JA組合長、
機構等による協議会

県、農業団体、商工団体、消費者団体
等幅広い構成

農業人材育成に関する施策の総合調整
【農業人材政策室の設置】

農業人材育成に係る施策実施と「いしか
わ耕稼塾」の方針・カリキュラム等の作成

代表：県知事
構成：県、農業団体、市町､農家代表

※（財）石川21世紀農業育成機構を改組

（注）農業人材政策室以外が所管する施策
　　には〈　　〉内に担当課名を記載

●農業人材育成に関する企画・調整、情報発信、顕彰、県民運動の展開
　→ ●新 農業人材育成の意義等の広く県民への周知と、幅広い分野の参加による推進組織の設置
　→ ●新 自発・自立的な個々の取り組みを県民運動に発展させるための、県段階、地域段階における県、市町、業界団体等の関係者による自由な意見交換
　→ ●新 取り組みのインセンティブを与える成功事例や人材育成事例等の顕彰の実施　など

●農業人材の自発的・自立的な活動の支援・指導
　→産地リーダーによる栽培技術等の個別指導など就農定着に向けたフォローアップ
　→ ●新 経営能力向上や農商工連携に向けた農業人材によるグループ活動や交流活動の促進
　→ ●新 農業人材の熟度等に対応した15タイプごとのマニュアルの順次作成と提供
　→ ●新 参入時に不可欠な水ルールの明確化と受入体制づくりの検討〈経営対策課〉
　→ ●新 就農時の農地取得に対する資金調達に係る経費負担の軽減〈農業政策課〉
　→経営基盤の強化につながる雇用の促進　など

●「いしかわ耕稼塾」による農業人材のタイプ、段階等に即した養成（機構が運営）
　→ ●新 プロ農業者育成のための「経営革新スキルアップコース」や、●新 販売・サービス等の企業ノウハウを学ぶための企業派遣 研修、非農家の
　　 自立就農に向けた「予科・本科、●新 専科」や、●新 後継者のいない農業者からの経営継承を前提とした農家研修、参入希望企業等への特別講座
　→ ●新 消費者などの農業理解を深める農作業体験、公開講座、シンポジウム　など

●幅広い農業人材が相談できる総合窓口設置と初期的サポート体制の整備
　→ ●新 誰もが気軽に相談できる総合窓口の設置とその存在の県内・全国への発信
　→ ●新 農業人材育成やそのマッチングに重点をおきつつ、加工・販売、農商工連携から食育活動にいたる幅広い初期的な
　　　 相談対応（就農カルテ作成）と次の専門段階につなぐバックアップ体制の整備　など

●●新 奥能登２市２町が一体となった農業人材育成の推進と広域的労力調整のモデル実施
●●新 奥能登での就農を前提とした「奥能登実践科」の実施（機構と連携）

●農業人材のマッチングのためのコーディネーター等の整備
　→ ●新 新規就農者と産地・集落、県民や企業と農業を橋渡しするコーディネーター、中小企業診断士等アドバイザー、
　　 現場で技術やメンタルな部分を指導する篤農家等マイスター等の確保
　→ ●新 就農者の育成から定着まで一貫した相談・指導を行うチューターの配置　など

●農業人材のためのマンパワーや情報のバンク化と市町、関係機関等との連携
　→ ●新 農業人材・OB、農地・住居等データのバンク化、マニュアル・パンフ作成・PRなど

●農業経営に係る関係機関等のワンストップサービス機能も一体的に設置
　→ 認定農業者等のためのJA、農業会議、県の農業経営に係る関係機関のワンフロア化と連携した指導

●外的補助・資金を活用した農業人材育成や民間協働によるベンチャー事業の実施
　→ ●拡 国、民間のプロジェクト資金等の積極的な申請・獲得、農業者の利用斡旋・指導　など

●奥能登における多様な担い手育成のモデル実証と国への提案
　 ●仕掛け人による集落リーダーの発掘・育成とモデルによる多様な担い手の育成の検討　
  　 ●新 ５年後の農地集積に向けた中型機械体系の営農集団育成モデルの実施〈経営対策課〉
●奥能登で生産した農産物を県域で消費する地産県消システムの確立〈生産流通課〉
  　 ●新 ４市町、４JAと、金沢市場等が連携した奥能登食材の県全域での販路開拓のモデル実施

柔軟で迅速かつ機動的な対応、様々な
資金獲得ができ、農業関係機関・団体
も一体的に取り組める民間組織に

２市２町の広域的な取り組みに
（全国のモデルに）
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4　いしかわ農業人材育成の推進体制について

農林総合事務所

（財）いしかわ農業人材機構
（H21年４月１日設置）

理 事 長　知事
副理事長　JA中央会会長、農林水産部長
専務理事　学識経験者
理　　事　農業会議会長、農業者団体代表、
　　　　　市長会会長、町長会会長、学識経験者

農業人材育成庁内連絡会議

農林水産部 委員

（業務）
 ❶ 農業人材育成に関する
 　 施策の連絡調整
 ❷ 農業人材育成に関する
 　 施策の充実

● 農林水産部
● 県民文化局
● 健康福祉部
● 環境部
● 商工労働部
● 観光交流局
● 教育委員会
● 県立大学事務局

●企画調整室長：農業人材政策室兼務
●地域コーディネーターの配置（機構と併任）

農林総合事務所ごとに関係機関の情報
交換と取り組み促進（地域協議会）

農業者、消費者、商工業者、教育
関係者、農業団体　など

市町、農業会議、JA、土地改良団体、
農業開発公社、（財）石川県産業創出支援機構

（理事会）理事長

副理事長

専務理事

事務局長

【基本財産】
石川県
農協連
全市町
農業振興協議会
農業会議
農業開発公社

　　　計

千円

農業人材窓口業務 農業に関して幅広く、誰もが気軽に
相談できる総合窓口とそのサポート

●コーディネーターによる農業人材相互のマッチングのコーディネート
●就農希望者の就農決意段階から定着までを一貫して相談、指導するチューターによる円滑な営農の定
　着支援
●栽培技術から食育活動まで、幅広い要請に対応できる多様なアドバイザー（税理士、会計士等）、マ
　イスター（篤農家）による農業人材の取り組みの促進
●コーディネーターやチューター等の確保と資質向上

●プロ農業者養成のための経営・販売能力のスキルアップコース、非農家出身者の自立就農に向けた基
　礎コース、実践コースなど、目指す農業人材のタイプ、段階に即した人材の育成（一般県民の農業理
　解を深めるための農作業体験、公開講座等も実施）
●農業人材の能力評価ができ、受講のインセンティブにもなる卒業証の授与

●認定農業者、集落営農組織の育成と経営発展に向けた経営相談・診断活動
●担い手への農地集積に向けた農地の利用調整活動

農業人材マッチング業務 農業に入る側と受け入れる側との
マッチングのためのコーディネート

いしかわ耕稼塾 プロ農業者から農業の応援団までの
幅広い人材の育成

担い手支援センター業務 JA、農業会議等関係機関による認定農業者等の
ためのワンストップサービス機能の整備

（業務）
●農業人材に関する相談の受付と初期的サポート、就農等カルテの作成
●農業人材育成に関する情報発信・啓発
●農業人材相互のマッチング支援
　→総括的コーディネーター
　　(農業、商工業、食育分野)の本部配置〈外部資金〉
　→地域担当コーディネーターとして農林総合事務所の職員
　　(再任用を含む)を活用
●いしかわ耕稼塾の運営
●認定農業者等の育成･経営発展に向けた経営診断等

連
携

連携

指
示

農業人材政策室
（H21年４月１日設置）

【統括】農林水産部長　　【副統括】県参事
 室長、室次長、専任室員７人
（室次長兼務） 農業政策課、生産流通課、
　　　　　　　 経営対策課、農業安全課の各課長、
　　　　　　　 中央普及支援センター長
（室 員 兼 務） ５農林総合事務所企画調整室長

（業務）
　❶ 各課・各部局間の業務の総合調整
　❷ 農業人材に関する企画と行動計画の策定・推進
　❸ 農業人材育成の意義等の県民への周知、普及・啓発
　❹ 農業人材育成に係る顕彰の実施
　❺ いしかわ耕稼塾のカリキュラムの策定
　❻ 就農計画の認定、就農支援資金の貸付等
　❼ 農業人材育成マニュアルの検討
　❽ 奥能登地域における特別な農業人材育成モデルの実施

いしかわ農業人材育成推進会議

会長：知事
　農業者代表、消費者代表、流通販売業者代表
　食品業者代表、学識経験者

（目的）農業人材育成に関する関係機関の認識共有

●農業人材育成に関するあらゆる相談の受付と初期的なサポート（相談カルテの整備）
 〈無料職業紹介所、青年農業者等育成センターの機能を移管〉
●農地、住居、アドバイザー等専門家など各種情報の収集・バンク化と関係機関の情報ネットワーク化
●農業人材育成の取り組みの情報発信と全国からの人材確保
●いしかわ農業振興協議会、農業法人協会、農業青年グループ連絡協議会の運営支援

農業人材養成に関する方針とカリキュラムの作成等
県農林水産部

連携

250,000
100,000
100,039
50,000
500

500
501,039

一
体

5（財）いしかわ農業人材機構について
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6　いしかわ耕
こ う

稼
か

塾について

アグリ塾
の廃止

加賀藩の農業の父と言われる土屋又三郎が作成した農業経営の指南書であり、
農書の最高傑作と言われる「耕稼春秋（こうかしゅんじゅう）」(1707年)から引用

これまでのアグリ塾の反省 就農を希望する非農家や農業未経験者に対して、
就農に必要な基礎的な知識、技術を習得を図る

対象：就農を希望する非農家出身者、農業未経験者のみ　　　場所：農業総合研究センター
内容：就農に必要な基礎的な知識・技術を習得するための講義・実習及び農家における栽培実習研修
期間：１年間

就農定着不明？

プロ農業者から農業の応援団までの幅広い人材の養成

農
業
者

対象：次世代（2代目、法人等）に経営を引き継ぐ農業者や集落リーダー（10名程度）
内容：次世代に経営を引き継ぐための心構えや手法を習得するための講義・演習　　期間：集中コース

対象：企業的経営を目指す農業後継者、認定農業者（10名程度）
内容：新しいビジネス戦略の創造など、自ら考え自ら判断するための演習・講義　　期間：集中コース

（ワークショップにより自発的活
　動を動機付け、異業種とも交流）

（販売・サービスの
　　　ノウハウを学ぶ）

農
業
を
始
め
る
者

本科：週1日の講義と週4日の圃場実習により栽培や経営の基礎を学ぶ（10名程度）
予科：週1回（水曜・土曜）の圃場実習で定植から収穫までの一連の農作業により栽培
　　　の基礎を学ぶ（30名程度）
対象：就農を希望する非農家出身者、農業未経験者
内容：就農に必要な基礎的な知識・技術を習得するための
　　　講義・実習及び農家における栽培実習研修
場所：農総研ほか、　期間：本科・予科各1年間

対象：基礎コースを終了し、自立経営農家を目指す者（5名程度）
内容：ハウスを借り受け、単に生産するだけでなく自らの判断で販売を実践（模擬経営）
　　　※成功と失敗の中で経営感覚を養う
場所：農業総合研究センター河北潟試験地 　期間：１年間

対象：奥能登で定住・就農を目指す者（5名程度）
内容：奥能登の先進農家等での実践的な訓練
場所：奥能登地域の農業法人 　　期間：1年間

（財務・会計、経営分析、マーケティング、農商工連携、企業参入など各テーマに沿った研修、手続きの方法や留意点も説明）

卒
業
認
定
と
証
書
授
与

雇用前の農業法人研修
法人就業を前提とした最大３ヶ
月間のOJT

産地トレーナーによる
就農後指導
産地のリーダー的農業者による
栽培技術等の個別指導

地域の条件に即した技術
講習会等の開催
就農後５年程度までを対象にし
た特別研修

農
業
人
材
の
就
農
・
定
着

育成から定着までの一貫したコーディネート育成から定着までの一貫したコーディネート 「産地等継承カルテ」、「新規就農カルテ」の整備

●農業、農業者、事業制度を熟知し、高い調整能力を持つコーディネーターによるマッチング支援（対象者の目的や能力等に応じて適切な研修・就農等プランを提案）

●就農希望者の就農決意段階から就農・定着するまでマンツーマンで、一貫して指導し、相談にものるチューターの配置

●栽培技術から食育活動まで幅広い要請に対応できる多様なアドバイザー（税理士、会計士、経営コンサルタント等専門家）の確保と派遣

●食や農の分野で卓越した知識や技術を持つマイスター（篤農家など）の確保と派遣

農業人材
マッチング
スタッフ

県民の農業理解を深めるためのシンポジウム・開放セミナー、農作業体験　など 農業理解と
問題の共有化

講　義

講　義

「食の検定」等の活用

実　習

実　習 農家研修
２週間

就農希望者の基礎研修　【基礎（平日・休日）コース】

来年度から「いしかわ耕稼塾」の新設

いしかわ耕稼塾

平日コースのみ

農業を支える者 農業を応援する者

熟練農家経営の
バトンタッチ
後継者不在農家での研修・経営
資源の継承
プレ研修　２週間
本格研修　６ヶ月

円滑な経営継承に向けた農業者の研修 【経営継承実践研修】

プロ農業者の育成に向けた農業後継者等の訓練 【経営革新スキルアップコース】

就農希望者の基礎研修
【本科・予科】

特別講座

（専門家派遣により継承の必要性や手法を認識）

就農希望者の徹底した実践トレーニング 【専科】

奥能登での就農希望者の奥能登農業法人等での実践研修 【奥能登実践科】

地域における講習会の開催

民間企業派遣研修集中合宿演習

農家研修
２週間
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7　総合的・体系的支援の順次着手とフォローアップについて

支援の考え方と方向

支援の体制と施策

支援のフォローアップ、随時見直し

できることから順次着手し、行動しながら考え、考えながら行動

農業人材相互の不安の明確化と、解消のための新たなルールや協力し合うための仕組みづくり

人材のタイプごとに、その展開状況や達成段階、その人材のタイプに属する人々の意識状況等に即した対応

幅広い関係機関・団体が連携した体系的・総合的な取り組みの推進と、その役割分担と連携の明確化

全国の人が理解し、魅力を感じ、参加したくなる、他の県には無い取り組みの発信による全国からの人材確保

・数値目標の設定
・毎年度、進捗状況と成果の検証

明らかになった課題や施策等の国への積極的な提案

目
標
の
実
現

ビ
ジ
ョ
ン
の
見
直
し

最終目標年
（H27）

中間目標年
（H22）

いしかわの食と農業・
農村ビジョン
〈平成18年４月〉

農林総合事務所ごとの

「地域ビジョン」を併せて策定

ビジョンに組み込み
一体的に進行管理
ビジョンに組み込み
一体的に進行管理

H21～23の行動
計画を作成 フォローアップ

H21 H23～27H22

いしかわ農業人材
育成プラン
〈平成21年３月〉

本プランは、ビジョンの中間目標（平成22年

度）年次に、ビジョンに組み込むとともに、

進行状況や情勢の変化等を考慮して、適切な

見直しを検討
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8　農業に入る側と受け入れる側の両者のマッチング（イメージ）

2－（1）　農業を始めようとする者

2－（2）　農業を支えようとする者

2－（3）　農業を応援しようとする者

農家経営（親）を引き継ごうとする後継者（子）
新たに農業経営を開始しようとする者
農業に参入しようとする他産業の企業
法人等に雇用される従業員
「農業プラスX」 により収入を得る者
農業への強い思いを持って農業を続けながら、生活を安定させるために農業以外でも収入を得る者（商工・観光業者・芸術・創作活動家など）

農業の収入拡大を助ける関連企業

地域リーダーなど人材育成の指導者や他産業と橋渡しをするアドバイザー

農作業などの労力を補完する組織・団体

農作業を補完するアルバイト
農地・農業用水等の草刈りなど資源管理等を行う地域ぐるみの活動組織

里山等の利用・保全活動を行うボランティア団体・企業（CSR: 社会的責任）
農業を愛し、地産地消で地元の農産物を利用する消費者
食育・食の安全・農業体験を通じた農業の良き理解者

農業の参入者、理解者の裾野を広げる教育者

農業・農村の良さと役割を発信する有識者・マスコミなど

農業に関連する仕事や活動を行いながら、間接的に農業の発展を支える企業や関係者（流通・販売関係者、食品関連企業、観光業者、種苗・資材業者など）

地域・農家を牽引するリーダーや知識、技術等に精通し指導的な立場にある専門家など（農業経営アドバイザー、会計士、中小企業診断士など）

食の安全・安心や農業の価値・役割を理解し、農業に高い関心を持つ県民
生きがい・健康増進などに関心を持ち、趣味として栽培体験などを行う県民

農作業を受託し、農業者の営農を助けるJA・NPO法人など

県民に食や農業への理解を深める教育者、指導者（学校の教師、家庭園芸相談者）

県民に農業の良さをPRする有識者、雑誌、新聞、テレビ等マスコミ関係者

農業者だけでなく、地域住民やNPO等の幅広い参加を得た共同作業組織

1
2

3
4

5

6

11

12

13

14

15

7

8

9

10

（注）タイプは、あくまでも代表的なモデルとして示したもの

1 

農
業
者（
農
家
経
営（
親
）・
地
域
・
集
落
）

現
在
、生
業
と
し
て
の
農
業
に
取
り
組
ん
で
い
る
農
業
者
、企
業

受け入れる側

両者の目線に立った
マッチングが最大の課題

農業を愛し、生業としての“農業”に取り組もうとする農業者、農業法人の従業員、参入企業など

入る側（15タイプ）（注）

農業経営は行わないが、側面から農業に関わり農業をサポートしようとする者、企業

農業には直接関わらないが、農業を理解し、“食”や“日本の原風景”などに関心を持とうとする県民、企業




